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特集　労働基準法改正のポイント

　長時間労働を抑制し、労働者の健康確保や仕事と生活の調和を図ることを目的とした改正労働基準法が

平成 22 年 4 月 1 日から施行されます。そこで、改正内容のポイントを紹介します。改正の内容をご理解

いただき、長時間労働の抑制等に向けた積極的な取組をお願いいたします。

●改正のポイント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　Ⅰ　割増賃金引き上げの努力義務

　　労使当事者は限度時間を超える時間外労働に対する割増賃金率を引き上げるよう努力すること

　Ⅱ　法定割増賃金率の引き上げ

・月 60 時間を超える法定時間外労働に対して、使用者は 50％以上の率で計算した割増賃金を支払う

こと

・引上げ分の割増賃金の代わりに有給休暇を付与する（代替休暇）ことができる

・中小企業には当分の間適用が猶予される

　Ⅲ　時間単位年休

・労使協定により年次有給休暇を時間単位で付与することができる

●改正の内容　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　　　　　   

　Ⅰ　割増賃金引き上げなどの努力義務が労使に課せられます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業規模にかかわらず適用されます）
　「時間外労働の限度に関する基準」が改正され、労使（※）で特別条項付き 36 協定を結ぶ際には、新たに、

１　限度時間を超えて働かせる一定の期間（1日を超え3か月以内の期間、1年間）ごとに、割増賃金
率を定めること

２　１の率を法定割増賃金率（2割5分以上）を超える率とするよう努めること
３　そもそも延長することができる時間数を短くするよう努めること・・・が必要になります。

（※）労働者側の協定当事者は過半数組合（事業場の労働者の過半数で組織する労働組合）、それがない場
合は過半数代表者（事業場の労働者の過半数を代表する者）となります。

　【例】限度時間（1 か月 45 時間）を超える時間外労働を行う場合・・・25％を超える率

特集特集 労働基準法改正のポイント
～平成 22 年 4 月 1 日から施行～

労働基準法改正のポイント
～平成 22 年 4 月 1 日から施行～
労働基準法改正のポイント
～平成 22 年 4 月 1 日から施行～

期間 限度時間 限度時間（※）

1 週間 15 時間 14 時間

2 週間 27 時間 25 時間

4 週間 43 時間 40 時間

1 か月 45 時間 42 時間

2 か月 81 時間 75 時間

3 か月 120 時間 110 時間

1 年間 360 時間 320 時間

（※）1年単位の変形労働時間制をとっている場合

　限度時間とは・・・労働基準法では労働時間は 1 週

40 時間、1 日 8 時間までと定められています。労使で

協定（「36 協定」）を結んだ場合は、これを超えて働か

せることは可能ですが、「時間外労働の限度に関する基

準（平成 10 年労働省告示第 154 号）」において、一定

の限度が定められています。（一部適用除外あり）

　限度時間を超えて働く場合は、臨時的な事情がある

場合に限り、労使で「特別条項付き 36 協定」を結ぶ

ことで限度時間を超えて働かせることが可能です。
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特集　労働基準法改正のポイント

　Ⅱ　時間外労働の割増賃金率が引き上げられます。
　　１　１か月 60 時間を超える時間外労働時間を行う場合

　１か月 60 時間を超える法定労働時間外労働に対しては、
使用者は 50％以上の率で計算した割増賃金を支払わなけれ
ばなりません。

　 深夜労働
　深夜（22：00 ～ 5：00）の時間帯に１か月 60 時間を超える法定時間外労働を行わせた場合は、深
夜割増賃金率 25％以上 + 時間外割増賃金率 50％以上＝ 75％以上となります。

　 法定休日労働との関係
　１か月 60 時間の法定時間外労働の算定には、法定休日（例えば日曜日）に行った労働は含まれま
せんが、それ以外の休日（例えば土曜日）に行った法定時間外労働は含まれます。

　法定休日とは・・・使用者は 1 週間に 1 日又は 4 週間に 4 回の休日を与えなければなりません。これを「法

定休日」といいます。法定休日に労働させた場合は 35％以上の率で計算した割増賃金を支払わなければな

りません。

　　２　割増賃金の支払いに代えた有給休暇の仕組みが導入されます。

　代替休暇制度の導入にあたっては、過半数組合、それがない場合は過半数代表者との間で労使協
定（※）を結ぶことが必要です。
　事業場で労使協定を締結すれば、1 か月に 60 時間を超える時間外労働を行った労働者に対して、
改正法による引上げ分（25％から 50％に引き上げた差の 25％分）の割増賃金の支払いに代えて、
有給休暇を付与することができます。労働者がこの有給休暇を取得した場合であっても、現行の
25％の割増賃金の支払いは必要です。

（※）この労使協定は事業場において代替休暇の制度を設けることを可能にするものであり、個々の労働者

に対して代替休暇の取得を義務付けるものではありません。個々の労働者が実際に代替休暇を取得するか否

かは、労働者の意思により決定されます。

【具体例】時間外労働を月 76 時間行った場合

・月60時間を超える16時間分の割増賃金の引上げ分25％（50％-25％）の支払いに代えて、有給休暇
付与も可能

・16時間×0.25＝4時間分の有給休暇を付与（76時間×1.25の賃金の支払いは必要）

　Ⅲ　年次有給休暇を時間単位で取得できるようになります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業規模にかかわらず適用されます）

○　現行では、年次有給休暇は日単位で取得することとされていますが、事業場で労使協定を締結す
れば、1年に5日分を限度として時間単位で取得できるようになります。（※）

○　年次有給休暇を日単位で取得するか、時間単位で取得するかは、労働者が自由に選択できます。

（※）所定労働日数が少ないパートタイム労働者の方なども、事業場で労使協定を締結すれば時間単位で取

得できるようになります。分単位など時間未満の単位は認めれません。時間に満たない端数がある場合には

時間単位に切り上げます。

　中小企業については適用が猶予

されます。割増賃金率につては、

施行から 3 年経過後に改めて検討

することとされています。
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特集　新型インフルエンザ

　4 月に発生した新型インフルエンザは瞬く間に世界に拡大し、国内でも 11 月中旬までに国民の 14 人に

1 人程度が医療機関を受診したと推定されます。事業所等においても感染防止と被害の最小化を図ること

は事業の継続、社会的責任を果たす観点からも重要です。本稿は「新型インフルエンザ対策」として事業

者及び職場における労務問題に焦点をしぼり、想定されるケースをＱ＆Ａ形式により紹介します。

Ｑ１　労働者が新型インフルエンザ（A/H1N1）に感染した場合の同じ職場の労働者（濃厚接触者）
や、同居する家族が感染した労働者（濃厚接触者）は、仕事を休ませる必要がありますか。

Ａ　発症者と同じ職場の労働者などの濃厚接触者でも、インフルエンザ様症状がない場合は、一般的に
は仕事を休ませずに職務を継続することが可能となると考えられますが、職務の必要性や内容に応じ
てその継続の可否を判断して下さい。

　　その際、勤務を継続する場合は、朝夕の検温や手洗いなどの健康管理を行い、体調が悪化した場合
は直ちに上司に報告するよう、徹底することが必要です。特に基礎疾患を有する方や妊婦等について
は、日々の健康管理を徹底するよう、留意して下さい。

Ｑ２　労働者が新型インフルエンザ（A/H1N1）に感染していることが確認された場合に、どのよ
うな対応をしたらよいのでしょうか。

Ａ　労働者の感染が確認された場合、事業者は、労働者全員を自宅待機させる必要はないまでも、感染
拡大防止の工夫をしていただきたいと考えます。

　　職場で大規模な集団感染が疑われるケースについては、事業者は、保健所と相談の上、必要に応じ、
感染拡大防止のため、事業運営において感染機会を減らすための防止策等の協力をしていただく必要
があります。

　　なお、労働安全衛生法第 68 条に基づく就業禁止の措置については、現在流行している新型インフ
ルエンザ（Ａ / Ｈ１Ｎ１）について、多くの感染者は軽症のまま回復し、季節性インフルエンザと類
似する点が多いことが明らかになったこと等から、現時点においては、労働安全衛生規則第 61 条第
1項第1号の「病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病」には該当せず、労働者が新型インフルエンザ（Ａ/
Ｈ１Ｎ１）に感染したことのみをもって、就業禁止の措置を講ずることは要しません。

　　しかしながら、労働者が新型インフルエンザに感染し、医師から、本人の病勢や他の労働者への影
響を考慮して、自宅療養等をする必要があるとの指導がなされている場合には、それに反して出勤さ
せることは適当ではありません。

Ｑ３　新型インフルエンザ（A/H1N1）に罹患した労働者が復職する際、留意することはありますか。
治癒証明書や陰性証明書が必要ですか。

Ａ　新型インフルエンザ（A/H1N1）でも、通常のインフルエンザと同様、発熱等の症状がなくなって
からも感染力が続くと考えられています。

　　基本的に、熱などの症状がなくなってから２日目までが外出自粛の目安です。しかし、完全に感染

特集特集 新型インフルエンザ
～事業所対応Ｑ＆Ａ～

新型インフルエンザ
～事業所対応Ｑ＆Ａ～

新型インフルエンザ
～事業所対応Ｑ＆Ａ～



5

中小企業かごしま／2009.12

特集　新型インフルエンザ

力がなくなる時期は明確でないことから、業務上可能であれば発症した日の翌日から７日を経過する
まで、外出を自粛することが望ましいと考えます。

　　なお、労働者に対し治癒証明書や陰性証明書の提出を求めることについては、インフルエンザの陰
性を証明することは一般に困難であることや、患者の治療にあたる医療機関に過剰な負担をかける結
果になることから、望ましくありません。

Ｑ４　労働者が業務上インフルエンザに罹患した場合、事業者は、安全配慮義務違反に問われるので
しょうか。

Ａ　労働契約法第５条は、「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつ
つ労働することができるよう、必要な配慮をする」ものとしています。本条にいう使用者の安全配慮
義務の具体的内容は、労働者の労務の具体的状況等により異なるものであるので、一概には言えませ
んが、労働者が就業に際し新型インフルエンザに罹患しないよう、必要な感染防止策を講じていただ
くようお願いします。

　　いずれにせよ、現時点では、災害が発生したときの責任の有無を論ずるのではなく、まずは、労使
が協力して、就業中や通勤途上においてインフルエンザに罹患しないよう必要な備え・対策をお願い
します。

Ｑ５　新型インフルエンザに感染している疑いのある労働者について、一律に年次有給休暇を取得し
たこととする取扱いは、労働基準法上問題はありませんか。病気休暇を取得したこととする場合
はどうですか。

Ａ　年次有給休暇は原則として労働者の請求する時季に与えなければならないものですので、使用者が
一方的に取得させることはできません。事業場で任意に設けられた病気休暇により対応する場合は、
事業場の就業規則等の規定に照らし適切に取り扱ってください。

Ｑ６　新型インフルエンザ発生時において、職場又は通勤途上で新型インフルエンザに感染（死亡）
したことが明らかとなった場合、労災保険給付の対象となりますか。

Ａ　一般に、細菌、ウイルス等の病原体の感染によって起きた疾患については、感染機会が明確に特定
され、それが業務又は通勤に起因して発症したものであると認められる場合には、保険給付の対象と
なります。

Ｑ７　政府の「新型インフルエンザ対策行動計画」に基づいて、自社の行動計画を策定していますが、
対応を再考する必要がありますか。

Ａ　政府において 2009 年 2 月に策定した「新型インフルエンザ対策行動計画」については、鳥インフ
ルエンザ（H ５N １）に由来する新型インフルエンザを念頭に置きながら策定しているため、今回の
新型インフルエンザ（A/H1N1）の特徴を踏まえて「基本的対処方針」等を策定しています。各事業
者においても、政府の「基本的対処方針」等に基づいて、再考していただきたいと考えます。

　　なお、今回の対応としては、手洗い、咳エチケット、職場を清掃するなどしていただく必要があり
ますが、「業務の絞込み（不要不急の業務の一時停止）」、「患者の入場防止のための検温」、「訪問者の
氏名、住所の把握」といった措置までは必要ないと考えております。

【本稿は、厚生労働省ＨＰ「新型インフルエンザ対策関連情報」を参考に作成しました】
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中央会の動き

商工中金協力会講演会開催
よみうりテレビ解説委員・評論家　岩田公雄氏　講演

　本会と商工中金鹿児島支店は、11 月 25 日鹿児島市「城山
観光ホテル」において商工中金協力会講演会を開催した。よ
みうりテレビ解説委員・評論家の岩田公雄氏が「ゆれる経済・
政局を読む」と題し講演した。中小企業の経営者らは時局を
展望した講師の話に熱心に聞き入っていた。
　講師の岩田氏は、まず「自らのジャーナリストの原点は中
国天安門事件の取材体験にある」と語り、ジャーナリストに
課せられている責任の重さを再認識したと当時を振り返っ
た。以来、「現場主義にこだわり取材を行っている」と強調
した。本題の政局については、今年 8 月の衆議院選挙、その後の政権交代に触れ、「1993 年細川連立政権
が誕生した頃を思い出す」と語り、「当時は新党ブームもあり政治が躍動していた」と述懐した。
　「現在、民主党政権の予算削減の目玉として、行政刷新会議の事業仕分けの模様が、連日報道されている。
国と地方の問題で言えば、景気対策は早急に取り組むべき課題であると思料されるが、いずれにせよ、今
後の民主党政権の舵取りが大いに注目される。政治の大きなうねりの中で、メディアにおいては、国家の
動向を的確に捉えた報道が求められ、国民一人ひとりが政治に興味を持つことが国民主導による政治の実
現に繋がることになる」と締めくくった。

地域力連携拠点事業
農商工連携セミナー奄美市で開催

　本会は、昨年度から実施している地域力拠点事業の一環と
して農商工連携セミナーを 12 月 3 日奄美市名瀬の奄美信用
組合会館で開催した。マルティメディア販売促進コンサルタ
ントの竹下幸也氏が「離島における農商工連携の成功ノウハ
ウ」と題し講演。時代を先読みした経営戦略が今求められて
いると語った。
　竹下氏は大手通販会社で販売戦略の陣頭指揮を担った経験
を生かし、今後、通販及びネット販売が主役になると説明、
離島における成功ノウハウは「離島のハンデを逆に生かすこ
とだ」と強調。「スピード、チャンスに加え、文化・芸術という新しいキーワードを販売に取り込むこと
が必要」と説いた。そのためには全体をコーディネートするブレーン（参謀役）の存在が欠かせない」と
訴えた。
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中央会の動き

第 61回中小企業団体全国大会　千葉県で開催
直面する諸問題の解決と今後の方向性を決議

　全国中央会・千葉県中央会は、11 月 19 日、『激動の
とき　今こそ発揮　団結の力！』を合い言葉に、「第 61
回中小企業団体全国大会」を、幕張メッセ「イベントホー
ル」（千葉県千葉市）において開催した。
　第 61 回大会では、全国から中小企業団体の代表者
3,300 名が参集し、景況悪化に対する緊急的な中小企業
対策を強化するとともに、中小企業が安心して事業を
継続できるよう、16 項目の中小企業が直面する諸問題
の解決と今後の方向性について決議した。
　また、決議案に関連して、「景気対策の実施とものづ
くり支援の強化」「連携組織対策、資金繰り対策、中小
企業税制の充実強化」等について意見発表が行われた。
　さらに、千葉県中小企業団体中央会・中嶋敏夫副会
長が、決議事項の早急な実現を求める『大会宣言』を
高らかに宣言し、満場の拍手の下、採択された。
　次期開催地は奈良県に決定した。

第１回官公需問題懇談会
～大隅地域において初の開催～

　本会は、11 月 26 日（木）、鹿屋市「ホテルさつき苑」
において第 1 回官公需問題懇談会を開催した。官公需
問題懇談会は年 2 回開催しているが、地方で開催する
のは今回が初めて。当日は、大隅地域の国等発注機関、
県出先機関、自治体及び中小企業組合から 38 人が出席
し発注状況、受注状況等について意見交換を行った。
意見交換の前に、鹿児島県土木部技術管理課より「鹿
児島県の公共工事入札制度～総合評価方式及び電子入
札について～」基調講演があり、県の取組状況について説明があった。その後、意見交換を行い、発注官
庁及び業界団体から現在の発注状況、受注状況について説明があった。
　発注官庁における電子入札の実施については、ほぼすべての案件で実施されているが、総合評価方式に
よる入札はまだ件数は少なく、すべての案件で対応しているわけではない旨の報告があった。また、自治
体からは、「地方交付金も減少し、公共工事においてかなりの影響が出てくることが懸念される」などの
意見が出された。
　業界団体からは、「入札において新規参入の場合、施工実績が求められ苦慮している」「鹿児島市内の研
修会参加の場合、地方の業者は丸一日つぶれる。評価の加点で考慮してほしい」「公共工事の減少で組合
員が減少し、倒産廃業が相次いでいる」など中小企業を取り巻く厳しい現状が報告された。次回は 2 月に
開催する予定。

本県関係の被表彰者・団体は以下のとおり。
【組合功労者】
　林譲（鹿児島県味噌醤油工業協同組合理事長）
　白川田廣八（宮之城建設業協同組合理事長）

【中央会優秀事務局専従者】
　中井浩治（鹿児島県中央会組織振興課係長）
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インフォメーション

地域商店街活性化法に基づく商店街活性化事業計画の認定申請の募集について

　地域商店街活性化法が平成 21 年 7 月 15 日に公布され、同年 8 月 1 日に施行されました。

　10 月 9 日、本法施行後初めての認定として、商店街活性化事業計画 19 件の認定が行われました。随時、

認定申請の募集は行われていますのでご相談ください。

※　申請から認定まで最大 2 か月程度かかります。事業開始までに十分な時間的余裕をもって、お早
めにご相談ください。

　　【公募の提出先及びお問い合わせ先：九州経済産業局　産業部商業振興室　℡ 092-482-5456】

１．法律の趣旨
　商店街ならではの「地域コミュニティの担い手」としての機能を発揮することにより、商店街の活
性化を図ることを目的に、商店街振興組合等による、地域住民に役立ち、地域の魅力を発信する取組
に対し支援を行います。

　　■ソフト事業者も含めた商店街活動への支援を強化
　　（取組事例）
　　　地域への貢献：高齢者・子育て支援、宅配サービス
　　　地域の魅力発信：地域イベント、商店街ブランド開発
　　■地域のニーズに沿った空き店舗利用を支援
　　■商店街の医よくある人材を育成・確保
　　■関係省庁・地方公共団体と連携した支援

２．支援策の内容
　　《資金・税制支援を抜本的に拡充》

・補助金：21年度42億円、補助率最大2/3
・税制措置：土地等譲渡所得の1500万円特別控除
　商店街内の遊休土地の譲渡を促進（空き店舗対策）
・融資関連：市町村による高度化融資の創設、小規模企業設備導入無利子貸付（貸付割合1/2⇒2/3）

　　《人づくり・・・「やる気」を喚起しノウハウを提供》
・「(株)全国商店街支援センター」の取組を支援
　人材研修、起業支援、支援人材の派遣、商店街活性化手法・ノウハウの提供・普及

３．認定後の支援
　認定を受けた事業者に対しては、実施事業に対する補助、中小企業信用保険法の特例等の支援措置
が講じられます。また、( 株 ) 全国商店街支援センターにより、商店街活性化を担う人材の育成を行
うとともに、商店街の活性化に向けた取組を支援するために必要な専門家の派遣、情報提供などを実
施していきます。
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新規学卒者採用枠拡大のお願い

　鹿児島労働局長・鹿児島県知事・鹿児島県教育長より、本会宛に新規学卒者採用枠拡大の要請がありま

した。以下にご紹介いたします。雇用の安定・確保に向けて、中小企業の皆様のご協力をお願いいたします。

鹿児島労働局長　今野　文平

鹿 児 島 県 知 事　伊藤祐一郎

鹿児島県教育長　原田　耕藏

　本県の雇用労働行政の推進につきましては、かねてから格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げ

ます。

最近の本県の雇用情勢は、平成 21 年 9 月の有効求人倍率は 0.36 倍となり、前年同期を 0.13 ポイ

ント下回り、依然として低水準で推移しております。

　このような中で、平成 22 年 3 月卒の新規学卒者については、高校生の 10 月末の県内求人倍率

は 0.77 倍と前年同期を 0.30 ポイント下回ると同時に、就職内定率も 49.9%と前年同期を 4.1 ポイ

ント下回っております。同様に大学、短大についても県内求人倍率、就職内定率ともに前年同期

を大幅に下回っており、非常に厳しい状況にあります。

　このようなことから、県や鹿児島労働局、県教育委員会では、国や県の各種雇用支援事業・支

援制度の普及を図るとともに、新たに求人開拓等を行う『雇用対策推進員』の各地域振興局・支

庁への配置や『就職面接会』の拡充等を行い、新規学卒者等の就職支援策の充実に努めるととも

に、学生・生徒の公正な採用選考の啓発に努めるなど、ひとりでも多くの新規学卒者の就職実現

に向けた取組を進めているところです。

　つきましては、貴職におかれましても、厳しい経済状況の中ではありますが、郷土鹿児島の発

展のため、このような取組に御理解をいただき、高校生をはじめとする新規学卒者がひとりでも

多くふるさと鹿児島で就労できますように、新規学卒者の採用枠の確保及び採用選考の早期実施

につきまして、会員企業の皆様に御勧奨くださいますよう、お願い申し上げます。
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企業トップインタビュー

外車販売ディーラーひとすじ
車好きが高じて、クラシックカーの蒐集も

株式会社ハニ　　　　　　　　　　　　　　　
代表取締役社長　羽仁正次郎　氏　　　　

●業界に入るきっかけは
　私が高校を卒業した昭和 32 年は、まだ、鹿児島県内にも進駐軍の無線基地があった時代で、日本車
ではスバル 360 が翌年にデビューした頃です。当時、車はまだまだ庶民には高価な買い物でした。私は、
小さい頃から車が好きで、高校を卒業したら自動車関係に進みたいと漠然と思っていたのですが、自分
で外車の販売をしたいと両親に告げた時は猛反対を受けました。高校の先生にも「そんな馬鹿なことは
やめろ」と反対されたのですが、ただ、自動車が好きというだけでこの道に飛び込みました。当時を振
り返ると無知でこわいもの知らずだったと思います。

●外車販売で苦労されたことは
　とにかく、高校を卒業したばかりで資金もない、
コネもないわけですから、自分で動くしか稼ぐ方法
はないわけです。当時、住んでいた近くにアメリカ
人の宣教師の方がいまして、その方に英文の紹介状
を書いてもらい、九州各県の進駐軍のベースキャン
プを回りました。「ＦＯＲ ＳＡＬＥ」の張り紙があれ
ば、デッサン帳に車をデッサンし、車番号を控え持
ち主と交渉するわけです。流暢に英語が喋れるわけ
ではないので身振り手振りで交渉しました。それで
もなんとか通じるもんです。しかし、同じようなことを考える者がいまして、当時、１台の車にブロー
カーが５人も６人もいた時代です。競争は厳しかったですが不思議に辛いと思ったことはありませんで
した。やっぱり車が好きだったんでしょう。それから、交渉が成立すると持ち主を鹿児島に連れて来る
こともあり、購入希望者に引き合わせるわけです。カタログ一枚も入手できない時代ですから、あらか
じめデッサン帳にデッサンした車の絵が大きな威力を発揮しました。買主は高価な買い物をするわけで
すから実際の車がどんな車なのか心配します。そこで、車のデッサンを見せると買主は安心し交渉がス
ムーズに運びました。それでも年に数台売れればいいほうでした。１台が百万、二百万円以上しますし、
当時５万円もあれば家屋敷が買えた時代です。

企業トップ
　　インタビュー
企業トップ
　　インタビュー
企業トップ
　　インタビュー

本社展示ルーム



11

中小企業かごしま／2009.12

企業トップインタビュー

　しかし、いざ車を運んでくるとなると
大変な苦労をしました。当時の国道３号
線、特に県境の峠道は舗装されておらず
デコボコ道が当たり前でした。米国車は
クッションが柔らかく、底をすり、とき
どきオイルパンが破損しました。そんな
時は自分で修理し、やっとの思いで運ん
できたことを憶えています。

●業界に携わって思うこと
外車の自動車販売に携わるようになって 50 年以上経ちました。とにかく車以外のことはしたくはあり
ませんでした。グループ企業に、タクシー、自動車学校等がありますが、自動車販売業界を取り巻く環
境は大きく変わろうとしています。若者の車離れ、少子化、高齢化等による購買力減少、ガソリン車に
代わる電気自動車の出現などこれからまだまだ時代が変わっていきます。しかし、自動車販売業界はな
くてはならない業界です。最近はお客の方が情報を先取りし車のことをよく知っています。営業マンに
は「しゃべりすぎず腹八分で話をしろ」と言います。それが今の時代に合ったセールスのやり方ですね。

◇取材を通して  　　　 『世界が注目する「ハニ・クラシックカー・コレクション」』
　クラシックカー、ヴィンテージカーコ
レクションの世界で羽仁正次郎を知らな
い人はいないほど、世界中にその名は知
れわたっている。コレクションは 500 台
以上を数え、アメリカ以外には４台しか
存在しないといわれる「タッカー・トー
ピード」をはじめ数々の名車を保有して
いる。驚嘆すべきは、単に保有するだけ
ではなく、すべての車が動かせる状態を
保っていることだ。
　「クラシックカーはまさに生き物です」と語る羽仁氏の車に対する並々ならぬ愛着ぶりがうかがえる。
自宅応接間には 30 台以上のクラシックカー・ヴィンテージカーが所狭しと並び、仕事が早く片付いた
日など自ら車に語りかけ、磨き、時には整備することも。「本当のところ、昔の車は手が掛かります。
手をかけるほど愛着が湧くものなのです。車の喜ぶ顔が私には見えるようです」と言う。本当に車が好
きでないと出てこない言葉だ。少年時代の思いがクラシックカーの蒐集として凝縮されたといってよい。

「将来は、ミュージアム的な施設でクラシックカーを多くの方々に観て楽しんでいただきたいですね」
と夢を膨らます。今も年に数回、海外のオークションに出かけ、蒐集家と旧交を温めるのを楽しみにし
ている。
　著書に「ＨＡＮＩ　Ｃ lassic － car  Collection　20 世紀の自動車」（2004 年 12 月初版）がある。

　氏は 10 月 29 日「組合法施行 60 周年及び団体法施行 50 周年記念式典（東京）」で、鹿児島自動車
工業（協）理事長として国土交通大臣賞を受賞した。

本社全景

自宅応接間におけるクラシックカーの数々
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15年以上の保障準備とその後の資産づくりを両立
・バランスの良いプランニングが魅力です。

2段階の低解約返戻金期間の設定で割安な保険料と確かな保障
・割安な保険料で98 歳までの長期にわたる保障をご用意いただけます。

各種制度を利用して「年金としてのお受け取り」「保障の終身化」が可能
・死亡・高度障害保険金の全部を原資として、年金で受け取ることができます。＜ご契約者が法人の場合＞
・解約返戻金の全部または一部を原資として、年金で受け取ることができます。＜ご契約者が法人でも個人でも＞
・保険料のお払い込みを中止し、一生涯保障が続く払済終身保険に変更できます。＜ご契約者が法人でも個人でも＞

※商品内容の詳細は「ステイタスーＭ商品パンフレット」「ご契約のしおりー約款」「設計書（契約概要）」「特に重要な事項のご説明（注意喚起情報）」を必ずご覧ください。

無配当低解約返戻金型定期保険

三井生命保険株式会社　〒100-8123 東京都千代田区大手町1-2-3  TEL.03（3211）6111（代表）http://www.mitsui-seimei.co.jp/
C-20-0076（H20.9）
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業界情報

業界情報（平成 21 年 11 月情報連絡員報告）
製　造　業

味噌醤油製造業

消費者の財布のヒモは依然として堅く、夏場を過ぎてか
らむしろ強まった感がある。歳末の商戦が案じられる。

漬物製造業

前月同様に厳しい。
酒類製造業

（平成 21 年 10 月分データ。単位 kℓ・%）
区　分 H20.10 H21.10 前年同月比

製成数量 30,802.1 31,386.0 101.9

移出

数量

県内課税 5,354.0 5,423.0 101.3

県外課税 7,576.2 7,145.1 94.3

県外未納税 5,780.3 4,480.3 77.5

在庫数量 253,558.4 253,533.4 100.0

蒲鉾製造業

昨年は篤姫効果で旅行客も多かったが、不況のためか
10％以上の旅行客の減少で、特に土産品の売り上げが
悪かった。前年同月比マイナス 8％、日配品では安売
りや県外の商品が多く見られるようになった。原料は
高値を推移している。

鰹節製造業

生値（原料）が最安値の傾向にあって、在庫量も減少
していたため収益状況は好転した。ただ、原料の安値
の状況も少しづつ上がってきているため、好転の状態
も短いものであると業界ではみている。

菓子製造業

高気温の日が続くうえ、収入源のニュースに振り回さ
れる感があり、菓子は嗜好品であるため、消費者の財
布の紐は堅い。菓子業界の景気上昇の気運は全くない
に等しいので、各社設備投資などせずに、堅実に運営
しているようである。

大島紬織物製造業

・11 月 1 日～ 30 日：県内のホテル等で、薩摩焼、川
辺仏壇と「薩摩の逸品 おもてなし展」を実施。・11 月
9 日～ 16 日：天文館で大島紬試着体験等を実施。・11
月 18 日～ 24 日：鹿児島空港で大島紬の展示販売等を
実施。

本場大島紬織物製造業

平成 21 年 11 月の検査反数は 834 反、前年対比 84.9％
のマイナス 148 反であった。

木材・木製品製造業

職場に届く林業専門誌には、「厳しい」「減少した」「不
振」「先が読めない」の論評が踊る。需給バランスが

崩れ、山元も川下も青息吐息。政府は、「森林・林業
再生本部」の設置を検討していると聞くが、長引く苦
境は自助努力の限界を超えており、死に体も同然と認
識して「再生本部」なら、大胆に素早く手を打たなけ
れば、関連業界の景況のみならず益々悪化するのでは
ないかと懸念している。

素材生産業・製材業・材木卸売業

平成 21 年 10 月末の県内の新設住宅着工戸数（累計）
は総数で 6,469 戸、前年同月比 61％、うち木造住宅は
総数で 4,330 戸、前年同月比 84％となっている。依然
として全国並びに県内の新設住宅着工は低調である
ため、荷動きはあまりない。林業への就業相談の増加
傾向を踏まえ、県林業労働力確保支援センター（姶良
郡蒲生町）は 10 月 5 日無料の職業紹介所を開設した。
同センターでは、この他林業作業に必要な各種の技能
講習等も実施しており、ワンストップサービスの体制
が整備されている。

生コンクリート製造業

出荷量は対前年比 100.1％の 169,577 立米だった。特に
減少した地域は、鹿児島、指宿、串木野、出水、姶良
伊佐、垂水桜島、南隅、沖永良部で、特に増加した地
域は、川薩、宮之城、大隅、種子島、屋久島、奄美大
島、奄美南部であった。官公需は対前年比 108.24％の
121,830 立米、民需は対前年比 84.08％の 47,747 立米で
官公需が増加したが、発注の前倒しの影響と思われる。

コンクリート製品製造業

11 月の出荷トン数は 12,138 トンの前年度対比 103.0％
となった。出荷量は大隅地区のみ増加しており、他は
前年度と変わらず、もしくは減少となった。公共工
事における 11 月の受注は前年同月比と変わらないが、
前々年同月比では 85％となっており、業界の厳しい
状況の変わりはない。

機械金属工業

需要の低迷が一段と激しさを増している。
仏壇製造業

海外製品輸入内訳の主たる輸入国は中国、ベトナム、
タイ等であり、平成 21 年 8 月 20,453 本、9 月 21,986 本、
10 月 20,024 本で累計 216,032 本であった。

印刷業

円安や物価の下落で、いわゆる負のスパイラルが顕著に
なってきた感があるが、印刷業界も、価格競争で自ら苦
境に陥るケースが後を絶たない。これから繁忙期の年末
を迎えるにあたって、より一層の厳しさが予想される。
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業界情報

非　製　造　業
卸売業

個人消費の停滞、暖冬、デフレによる物価下落、需要
低迷により、追加リストラを検討する必要が出てきた。

中古自動車販売業

更に厳しさを増して、今後が懸念される。年末年始商
戦に期待したい。

燃料小売業

ＬＰＧ輸出国が、我が国ＬＰＧ輸入国に対して 12 月
船積のＬＰＧ輸出価格を通告してきたが、その価格
動向をみると、輸入価格は前月対比プロパンはプラス
60 ドルと 4 か月連続の上昇、ブタンは 70 ドルと 2 か
月連続の上昇となった。

青果小売業

前年同月比 82％、前月比 79％。
農業機械小売業

業界の系列販売店の再編はこの 10 年の間に進み、今
年度あたりで落ち着く様子になってきているが、前年
度同月期に比べ売上は落ち込んでいるので一段の経費
節減を迫られている。小規模経営者の高齢化も不安材
料であるが、現在のところ修理にはすぐ対応できるよ
うにし、客のニーズに合わせた売上で収益を上げるよ
う努力している。

石油販売業

一時ドル安で原油価格に下げ局面が見られたものの
70 ＄台後半をキープしている。石油製品の需要も冬
場の灯油に期待しているものの、暖冬で動きは鈍い。
全般に不況の波が影を落としている。

鮮魚小売業

11 月に入り早くも「数の子」「かまぼこ」などのお正
月用品が店頭に並び始めた。以前のような活気はない
が、少しでも多くのお客様にブリ、カンパチ等の魚の
おいしさを味わってもらいたい。

商店街（霧島市）

11 月も全体的な売上は、前年に比べ減少傾向にあっ
た。11 月に発売された第 2 回目霧島市共通商品券 5
億円分の売れ行きは好調であった。これが年末年始へ
向けての消費喚起につながって欲しい。

商店街（薩摩川内市）

商品が売れない、景気が悪い、インターネットで買っ
たなど商店街にとって悪い話ばかりが聞こえる。偶数
の月が奇数の月より売れる、年金等のせいだと思われ
る。薩摩川内市の第 2 弾プレミアム商品券発行事業に
商店街として期待したい。

商店街（鹿児島市）

秋なのに残暑というか暖かい日が続き、衣料関連にお
いては売上の上昇がストップしているとのこと。来街
者の減少はあまり感じられないが、買い物をするお客
様が多くなり、売上の減少が目立つ歳末商戦に期待す
る声が多い。

商店街（鹿屋市）

来客数は横並びだが、客単価が下がってきた。
サービス業（旅館業 / 県内）

売上高等が昨年度に比べると今年度は引き続き減少し
ている。年末年始の宴会、宿泊等の予約についても人
数・予算の減少、日程の重複等で落ち込みが目立つ。
また、新型インフルエンザの影響で特に修学旅行や学
校行事関係の宴会等が急なキャンセル、変更が発生し
苦慮している。

旅行業

秋の観光シーズン、紅葉の見ごろを迎え売上高は前年
同月比約 10％の減であるが、昨今の厳しい経済状況
からするとよく健闘している。同年前月比 14％増の
売上高があり、このままの推移が望まれるが、航空会
社の契約見直し等の問題が持ち上がっており、業界は
今後大変厳しい運営を強いられる不安がある。

自動車分解整備・車体整備業

特に大きな変化はない。資金繰りの悪化しているとこ
ろも予想されるが、例年年末は多忙となるので期待し
ている。

電気工事業

環境対策の太陽光発電設備が民間および官庁で発注が
あり、いくらか上向いてきつつあるがまだまだの状態
である。

内装工事業

11 月のラベル売上数は、カーテンラベル対前年同月
比 288.4％で増加、壁装ラベル対前年同月比 94.2％で
減少、じゅうたん等ラベル対前年同月比 138.5％で増
加となった。工事内容を見てみると、新築物件が少な
く改装物件が全体の 40％を占めている状況。今後の
状況はかなり不透明であり、希望を持てない。

建設業（鹿児島市）

公共事業の減により、労働力の確保と資金繰りが依然
として厳しい状況。

建設業（曽於市）

新政府の公共事業の事業仕分けによる予算等の縮減に
より、先行き不透明である。

貨物自動車運送業

11 月に入り、原油価格の高騰により軽油価格が上昇
した。荷動きは畜産物、青果物に関しては前年並みで
あったが、一般荷物は非常に少ない状態が続いている。

運輸業（個人タクシー）

需要が回復しない状況が続いている。12 月になった
ら忘年会等が始まり少しは期待ができるのではないか
と思う。

倉庫業

麦類の需要が減少傾向にあり、輸入実績も昨年実績を
割り込んでいる状況にある。米穀類については昨年並
み横ばい状況、飼料用穀物状況は把握できていないが、
いずれも厳しい状況に変わりはない。
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中央会関連主要行事予定

中央会関連主要行事予定
平成22年１月

5（火）
10：00

中央会年始会
鹿児島市「サンロイヤルホテル」

14（木）
17：00

鹿児島県中小企業組合士協会研修会・新年会
鹿児島市「アクアガーデンホテル福丸」

20（水）
14：00

事務局代表者講習会
鹿児島市「サンロイヤルホテル」

28（木）
13：30

組合自治監査講習会
鹿児島市「アーバンポートホテル」

平成22年２月
5（金）
13：30

組合登記の実務及び独禁法の概要等講習会
鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

16（火）
13：30

鹿児島県食品産業協議会「消費者代表と食品加
工業界との懇談会」
鹿児島市「サンロイヤルホテル」

25（木）
10：00

組合決算講習会
鹿児島市「マリンパレス鹿児島」

鹿児島県志布志市志布志町安楽215番地　TEL 099-472-1185  FAX 099-472-3800

個別専門指導のご案内

組合が抱える問題（法律、会計、労務等）について専
門的知識を有する弁護士、税理士、社労士などの指導
を受けることができる個別専門指導事業があります。
ご希望の方はお気軽に本会までご相談ください。
本会組織振興課まで（℡ 099-222-9258）

11 月号掲載記事のお詫びと訂正
活性化情報 11 月号「中央会関連主要行事予定」において「中
央会仕事始め」の曜日、「年始会」の曜日・時間の掲載記事に
誤りがありましたので、お詫び申し上げ下記のとおり訂正い
たします。
　　　4 日（木）12：00　⇒ 4 日（月）仕事始め
　　　5 日（月）13：30　⇒ 5 日（火）10：00　年始会
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